























う。一例をあげてみよう。平成 21 年、長崎県の年間総労働時間が 1927 時間（全国最長）
であると報じられた。これは最短の神奈川県（1686 時間）よりも 241 時間長い。その神奈










                                                   
1 米国雇用省の定義によれば長時間労働（overtime）は週 40 時間以上の労働時間のうち賃金の支払われる
時間を指す（U.S.Department of labor の FAQ より）。本稿では「長時間」に厳密な数値基準を想定してい
るわけではないが、厚生労働省の調査を念頭に置けば、全県の平均が所定外労働時間も含めれば約 1760






























                                                   
2 Stevenson,Wolfers(2008)によれば日々の生活に関する満足度と一人当たり国内総生産の間にはかなり
明確な正の相関関係がある。また、満足度は選択肢の広さに密接にかかわっている。彼らの観点を踏まえ
れば WLB は長期的な経済成長とも深く関連することが予想される。 
































































まず企業は利潤を最大化しているとし、次のような生産関数 Y を持つ。 
( )LNfY =                         ･･･(1) 
また、その企業の賃金支払い総額 W （wage bill）を 
( )NwLCW += 0                       ･･･(2) 
のように記す。ここで、L は労働時間、N は労働者数、 0C は労働者一人を雇用することに
伴う固定費用 8、wは単位期間当たり賃金（たとえば時給）を表している 9。このとき、企
業の利潤π は、 






                                ･･･(3) 
となる。なお、生産関数は収穫逓減、単純化のため価格 P は 1 に標準化しよう 10。また、
以下の議論を通じて財市場・労働市場は需給が均衡していることを仮定しておく。 
 企業は労働投入量を調整するに際して（＝マンアワーを調整するに際して）、単位期間当
たり労働時間 L 、もしくは労働者数 N かのいずれか（あるいは双方）を制御することがで
きる。しかしこれら二つの調整方法が賃金支払い総額に与える効果は異なる。なぜならマ
ンアワーを 2 倍に増加させると、労働時間で調整する場合の賃金支払い総額は 
( )NwLCW 201 += 、労働者数の場合には ( ) NwLCW 202 += 、へと変化する。したがって













9 理論的には単位期間はどのように定めることもできる。日本では通常、w は月給、L は月数だが、職種













および、                               ･･･(4) 
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図１ マンアワ－の調整 
 以上のことを図１によって視覚的に確認しておこう。マンアワーを横軸に生産関数を描
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( ) ∗∗LN  
∗∗N    ∗N  
図２ 労働者数の調整 
 さて、当初、企業は労働時間を調整しており点 A に位置しているとしよう 11。ここで何











なされるので、企業の意思決定の可能領域は ( )∗LN から ( ) ∗∗LN に移動する。この結果、労
働者数は ∗N （点 A に対応）から ∗∗N （点 B に対応）へ減少する。要するに、労働時間が
所与であるときは、賃金支払い総額のうち ∗wL を変えることができないので、調整はすべ
て労働者数を通して行われなければならない。こうした労働者数の調整は一人当たり 0C の






たすようになされる。このため企業の意思決定の可能領域は ( ) ∗∗LN から ( )∗LN へ移動する。
よって労働時間は






















































                                                   
13 Burgess(1988)は労働者保護法制の存在と労働組合の存在が雇用調整速度を遅くする主たる要因であり、
その効果が大きさを計量経済学的に計測した。 
14 Bureau of Labor Statistics, U.S.Department of Labor(2012)によれば労働組合の存在する企業と存在しない





























































( )∗LN         
( ) ∗∗LN  
 







 ここで ( )∗LN 、 ( ) ∗∗LN 等が双曲線であること、そしてその線上を移動する限り企業は常
に利潤を最大化できるという関係に注目しよう 18。 
たとえば、点 B から点βへ移動したあと、点βを通る ( )βLN に沿って（利潤を最大化し
                                                   
17 連合総研が 2013 年に実施した「勤労者の暮らしと仕事についてのアンケート調査」では有給休暇の申
請が認められないときに、勤務先の企業を「ブラック企業」と考える傾向が強いことを報告している。こ
れは労働時間が上限に近いところに高止まりすることに対応する。 





















































かもしれないし、逆に利潤の減少を招くかもしれない。利潤を維持しつつ ( )βLN に沿って
点 D へ移動できるかどうかはこうしたことに依存する。つまり、これまでの議論が示した








                                                   
19 本稿の議論とは直接関係はないが、後者のほうが失業率は低く、所得分配がより平等になっている。 
















る手段となるには、どのような条件が必要かを考えてみよう。図４を見よ。 ( )LfY =  は
労働力 L と生産物Y の関係を表わす通常の生産関数であり、 maxL を雇用すれば maxY が生産
される。この時の賃金支払い総額は 
( ) maxmax1 LLfW ′=                         ･･･(6) 
利潤は、 





れ FY を生産する。 FLL −max だけの労働者が解雇される。残留した労働者は 
このような労働者の入れ替えが企業にとって有利であるためには、少なくとも新たに雇
用された労働者の生産物 
( )Fn LLfY −= max                         ･･･(8) 
が、一部の労働者の解雇によって失われた生産物を補わなければならない。これは新たな
労働者の限界生産性が解雇された労働者と全く同じであるときに可能となる。図４でいえ
ば、点（ FL 、 FY ）から始まるもとの生産関数の後半部分と全く同じ形状の生産関数を新
規労働者が持っているなら、企業は既存労働者により FY 、新規労働者により FYY −max を生
産できるので総生産 maxY を維持できる。いうまでもなく収入も一定である。 
しかし、この時の総賃金支払いは 、 









( ) ( )( )FFF LLLfLLfW −′+′= maxmax2                 ･･･(9) 
だから、生産量が一定なら ( ) ( )( )max12 LfLfLWW ff −′=− だけ企業の利潤が減少する。こ








                                                       ( )LfY = と同型 
maxY                    ( )LfY =  
          FY                                     
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図４ 雇用の分割 
 





との生産関数が点（ FL 、 FY ）から再現されるので（＝原点から点（ FL 、 FY ）までの生
産が繰り返されている）、総生産物は maxY を超え、 )2(max ×= FYY になる。したがって総賃










金支払いは以下のように変わる。   
( ) ( )( )FFFF LLLLfLLfW −−′+′= maxmax3              ･･･(10) 
ここで単純化のため FLL 2max = と仮定してみよう（2 ではなくαとおいても以下の議論は
変わらないことはいうまでもない）。すると賃金総支払い、利潤はそれぞれ、 
( ) ( ) ( ) FFfFFF LLfLLfLLfW ′=′+′= 23               ･･･(11)  
および 
( ) ( ){ }FFFFFF LLfYLLfY ′−=′−= 2223π              ･･･(12) 
となる。他方、 ( ) ( ) FF LLfYLLfY 22maxmaxmaxmax1 ′−=′−=π だから、こうした入れ替え
が企業にとって有利であるためには、つまり 31 ππ < であるためには、 





















の点（ FL 、 FY ）以降の部分をそのまま継承する）、交代することに戦略的意味は見いだせ
ない 23。 





















４－２ 生産関数のシフト  
最後の問題を検討するために、図５のような状況を考えてみよう。 maxY は ( )LfY = のも
とで労働力を二分して生産した時に達成される最大の生産量を表している。そして
( )LFY = は労働力を二分せずに maxY を実現するのに必要な仮想的な生産関数である。一見




















YY ′−=π                    ･･･(14)  






これを当初の点（ maxL 、 maxY ）と比べると、利潤・賃金支払ともに増加することは自明
である。元の点での利潤 ( ) ( ) FF LLfYLLfY 22maxmaxmaxmax1 ′−=′−=π と比べれば、 
( ) ( )
( )




















































( ) ( )
( ) ( )
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一方、 ( )LFY = のもとでの利潤(12)を、 FYY 2max = と FLL 2max = に注意して (10)と比
較すれば、ただちに 





Y とすれば 0 となり、もとの生産関数の時と同じになる。 
25 むろん )1max >= αα （　FLL と一般化しても以下の議論は本質的に変わらない。 
17 
 
( ) ( ){ }






































４－３ WLB の短期的効果と長期的効果 
 
さて、このような議論を行ってきたのは WLB の短期的効果と長期的効果を考察しようと
いう意図に基づいてのことであった。点（ maxL 、 maxY ）を出発点とすると、生産関数をシ



































沿って言えば、点（ maxL 、 maxY ）から出発し、点（ FL 、 FY ）を経由して長期的に点（ maxL 、
maxY ）へ移行するということである（ただし点（ FL 、 FY ）は図 4 の場合 2 回複製される）。











を将来の生産性改善に繋げて活用することが、WLB の本来の目標だろう 27。 
以上の議論と前節の議論を組み合わせると次のような含意が得ることもできる。一つの







































度の大きな目的である。また、たとえば育児に時間が必要なのは 20 年～30 年にわたる職業
生活の中の限られた期間である。それを過ぎれば、今度は若い世代の労働者が家族との時
間を持つ機会を提供する側になる。これらの制度は個人にとっての仕事と生活の調和を図












































例：週休二日に加え、2 週間のうち 9 時間勤務×9 日、10



























のサービスの一環として WLB 意識の涵養を図るという形での取り組みである。 
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